
（億円）

（注）2008 ～ 2016 年度までは決算、2017 年度は決算見込の数値
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206

料率引上げ組合数

経常収支差引額

2016 （年度）2017

－3,189

－5,234
－4,156

－3,497
－2,973

－1,154
634 1,279 2,376

204

1,346

　
健
保
組
合
全
体
の
う
ち
、
中
小
企
業
等
が
加
入
す
る
協
会
け

ん
ぽ
の
全
国
平
均
の
保
険
料
率
で
あ
る
千
分
の
１
０
０
以
上
は

３
１
４
組
合
と
こ
れ
も
過
去
最
多
と
な
り
、
健
保
組
合
の
22
・

５
％
が
協
会
け
ん
ぽ
以
上
の
保
険
料
率
と
な
っ
て
い
ま
す
。
Ｉ

Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
は
千
分
の
68
・
４
で
す
か
ら
、
他
の
健
保
組
合

に
比
べ
い
か
に
低
い
水
準
で
あ
る
か
が
わ
か
り
ま
す
。

被
保
険
者
数
の
増
加
と
高
い
保
険
料
率
で

保
険
料
収
入
は
伸
び
た
も
の
の
…

　
収
入
面
を
見
る
と
、
健
保
組
合
の
主
な
財
源
で
あ
る
健
康
保

険
料
は
前
年
度
比
３・０
％
増
と
順
調
に
伸
び
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
２
０
１
６
年
10
月
か
ら
実
施
さ
れ
て
い
る
短
時
間
労
働
者

の
社
会
保
険
へ
の
適
用
拡
大
に
よ
り
、
被
保
険
者
数
が
大
き
く

増
加
し
た
た
め
で
す
。
ま
た
、
健
康
保
険
料
率
を
引
き
上
げ
る

健
保
組
合
が
毎
年
多
く
、
保
険
料
率
が
高
い
水
準
と
な
っ
て
い

る
こ
と
も
そ
の
要
因
で
、
２
０
１
７
年
度
に
も
２
０
４
組
合
が

引
き
上
げ
て
お
り
、
健
保
組
合
全
体
の
平
均
保
険
料
率
は
千
分

の
91
・
６
７
と
過
去
最
高
を
更
新
し
て
い
ま
す
。

経常収支状況と健康保険料率引上げ健保組合数の推移

■納付金が大幅に増加、経常黒字は前年度比4割減と厳しい状況に
■平均の保険料率は91.67/1000に達し、過去最高を更新
2017年度の全健保組合の決算状況が健保連（健康保険組合連合会）から発表されました。それによると、経常収支で
4年連続の黒字となったものの、黒字額は前年度から大きく減少しました。これは、後期高齢者支援金＊等の納付金が大
幅に増加したことが最大の要因です。
＊ 75 歳以上を対象とした後期高齢者医療制度を運営する財源として各医療保険者が拠出する負担金。

～全健保組合の2017年度決算状況（見込）まとまる～

60/1000
未満

60～ 70/1000
未満

70～ 80/1000
未満

80～ 90/1000
未満

90～ 100/1000
未満

100 ～ 110/1000
未満

110 ～ 120/1000
未満

120/1000
以上

保
険
料
率
（
調
整
保
険
料
率
を
含
む
）

0 100 200 300 400 500 600

9

26

5

283

健保組合数

27

121

329

594

協会けんぽの
健康保険料率（全国平均）

100/1000

IBM健保組合の
健康保険料率
68.4/1000

全健保組合の
健康保険料率平均値
91.67/1000

2017年度健康保険料率別健保組合数

2割を超える健保組合が
協会けんぽの保険料率以上に

（100/1000）
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頁
も
ご
覧
く
だ
さ
い
）
に
つ
い
て
も
６・３
％
増
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
増
加
に
よ
っ
て
支
出
の
伸
び
が
収
入
を
上
回
り
、
近
年

増
加
が
続
い
て
い
た
黒
字
幅
が
減
少
に
転
じ
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
納
付
金
の
増
加
は
Ｉ
Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
も
同
様
で

あ
り
、
特
に
後
期
高
齢
者
支
援
金
の
全
面
総
報
酬
割
の
影
響
が

大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
前
号
（M

y H
ealth 

97
号
）
の
決
算

報
告
で
も
お
知
ら
せ
し
た
と
お
り
、
納
付
金
全
体
で
前
年
度
比

15
・
２
％
も
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
の
で
す
。

　
今
後
も
高
齢
化
の
一
層
の
進
展
に
よ
り
、
納
付
金
の
負
担
増

が
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
特
に
、
少
子
高
齢
化
と
人
口

減
少
の
両
方
の
影
響
に
よ
り
、
現
役
世
代
の
負
担
が
さ
ら
に
重

く
な
っ
て
い
く
こ
と
は
確
実
と
み
ら
れ
て
い
ま
す
。

保
険
料
収
入
の
伸
び
を

大
き
く
上
回
る
納
付
金
の
負
担
増

　
こ
の
よ
う
に
収
入
の
大
部
分
を
占
め
る
保
険
料
が
伸
び
た
も

の
の
、
支
出
面
で
は
納
付
金
が
７・５
％
増
と
そ
れ
を
上
回
る
増

加
率
と
な
り
ま
し
た
。
と
り
わ
け
後
期
高
齢
者
支
援
金
は
、
75

歳
以
上
の
高
齢
者
数
の
増
加
に
加
え
、
２
０
１
７
年
度
か
ら
支

援
金
の
算
定
方
法
が
総
報
酬
割
（
健
保
組
合
な
ど
報
酬
水
準
の

高
い
被
保
険
者
が
加
入
す
る
医
療
保
険
者
ほ
ど
重
い
支
援
金
負

担
が
課
さ
れ
る
方
式
）
に
全
面
移
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
た

め
、
前
年
度
比
９・
１
％
増
と
大
幅
な
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、65
～
74
歳
の
医
療
費
に
充
て
ら
れ
る
前
期
高
齢
者
納
付
金（
４

全健保組合の被保険者1人当たり法定給付費、
納付金および報酬月額、賞与額の推移

介
護
保
険
に
お
い
て
も

健
保
組
合
の
負
担
が
増
大

　
介
護
保
険
に
つ
い
て
も
、
健
保
組
合
等
が
負
担
す
る
介
護
納

付
金
の
算
定
方
式
に
２
０
１
７
年
８
月
か
ら
総
報
酬
割
が
段
階

的
に
導
入
さ
れ
た
た
め
、
２
０
１
７
年
度
の
介
護
納
付
金
は
前

年
度
比
11
・
７
％
増
と
大
き
く
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
の
負
担

増
に
対
し
介
護
保
険
料
率
の
引
上
げ
に
よ
り
対
処
し
た
健
保
組

合
が
４
２
８
組
合
と
全
体
の
３
割
以
上
に
達
し
、
平
均
の
介
護

保
険
料
率
は
千
分
の
14
・
６
５
と
な
っ
て
い
ま
す
。

高齢者（65歳以上）の割合は
28.1%と過去最高に

　総務省統計局が「敬老の日」にちなんでまとめた

「統計からみた我が国の高齢者」によると、2018

年 9 月 15 日現在の推計で 65 歳以上の高齢者は

3,557 万人、日本の総人口に占める割合は 28.1%

と過去最高となりました。とりわけ今年は、70 歳

以上が 20.7% と初めて 20% を超え、5 人に 1 人

が 70 歳以上の高齢者となっています。

　ちなみに総人口が 27 万人減少する一方で高齢者

は 44 万人増加しており、このような傾向は今後も

続くことが予想され、2040 年には高齢者の割合は

35% を超えるものと推計されています。

150.0

140.0

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0
2007 2008

（注 1）2007 ～ 2016 年度までは決算、2017 年度は決算見込の数値
（注 2）2007 年度（高齢者医療制度創設の前年度）を「100」とした伸び率の推移

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

納付金
法定給付費

（主に現役世代の医療費）

平均標準報酬月額

平均標準賞与額

＝報酬

＝負担

145.1

117.5

100.1

96.1

高齢者医療制度が
創設された 2008
年度以降、報酬が
伸び悩む一方で、
納付金の負担が大
幅に増加
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（％）

総報酬割導入スケジュールと介護納付金増加額
2017 年度 2018年度 2019年度 2020 年度

総報酬割分

8 月から
1/2

年間換算
1/3

１/2 3/4 全面

総報酬割拡大の
影響額（億円）

カッコ内は前年度比
370 550

（＋ 180）
825

（＋ 275）
1,100

（＋ 275）

※影響額は厚生労働省の試算に基づく

（注）2013 ～ 2016 年度までは決算、2017 年度は決算見込の数値

全健保組合の平均介護保険料率と介護納付金の推移

2013 2014 2015 2016 2017（年度）

介護納付金

平均介護保険料率 8,218

14.65

将来の高齢者人口および割合（推計）

～70歳以上が初めて20%を超える～

（　　　）高齢者の割合

高齢者人口
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